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前 文 

私たちの島、対馬は、古の時から大陸との人、モノ、文化の交流の窓口となり、時代

の局面の架け橋として、海峡に位置する独特な地理的環境をもって歴史をつなぐ重要な

役割を果たしてきた。また、島という環境が希少価値のある多様な動植物の命を育み、

絆で支え合う人々の生活、豊かな自然の恵みからなる産業、個性と特色ある文化を生み

出してきた。 

そして、島内外との多様なつながりの中で生きてきた対馬の先人たちは、大陸との交

流や日々の暮らしの中から得た知見を今でも私たちに伝えている。中でも雨森芳洲の

「誠信交隣」や陶山訥庵、賀島兵介の偉業などは、時代を超えた今でもあせることなく

私たちの中で語り継がれてきた。 

私たちは、このような風土から育まれた「対馬らしさ」を大切にしつつ、また、自然

への畏敬の念やもてなしの心、思いやりの気持ち、地域の絆や人とのつながりを忘れる



ことなく、すべての人に居場所と出番が保障され、あらゆる分野において生きる喜びを

実感できる島となるように、将来に引き継いでいかなければならない。 

そのためには、同じ島に生きる人々の絆を紡ぎ直し、明日を担う世代が誇りを持って

「私の故郷は対馬」と胸を張れるように、市民がこれからの時代を生きる当事者として、

これまで以上に市政に関わる新たな仕組みづくりが必要である。 

そこで、更に市民協働を推進し、地域主権を確立するために、市民､議会、行政のそ

れぞれの役割や責務を明確にするとともに、これからの私たちが主体的にめざすまちづ

くりの方向性を示す最高規範として、ここに（仮称）対馬市市民基本条例を制定する。 

 

 

第１章 総 則  

（目 的） 

第１条 この条例は、対馬市における個性豊かで活力に満ちた社会を構築していくため

に、基本理念及び基本原則を明らかにするとともに、市民、議会および行政の役割と

責務ならびに情報共有と市民参画と協働による自治の基本的事項を定めることによ

り、地域主権をめざした市民主体のまちづくりの実現を目的とする。 

 

（定 義） 

第２条 この条例において､次の各号に掲げる用語の定義は､それぞれ各号に定めると

ころによる。 

(１)市民 市内に住み、若しくは勤める者又は市内に事務所を有する法人若しくは市内 

で活動する団体等をいう。 

(２)行政 市長､教育委員会､選挙管理委員会､監査委員､農業委員会及び固定資産評価

審査委員会をいう。 

(３)まちづくり 市民が安心､安全に暮らし､心豊かに生活できる環境をつくるため､

市民､議会及び行政が行う公共的な活動をいう。 



(４)市政 まちづくりのうち､議会又は行政が行う活動をいう。 

(５)参画 市民が市政及び地域のまちづくりに主体的に関与することをいう。 

(６)協働 市民､議会及び行政並びに市民相互が、互いを理解し、対等な立場で、そ 

れぞれの責任と社会的役割を踏まえ、共通の目的達成のために共に取り組むことを 

いう。 

(７)行政評価 行政が実施している政策、施策や事務事業について、成果の目安等を 

用いて有効性、効率性、必要性を評価することをいう。 

(８)個人情報 個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その 

他の記述等により特定の個人を識別することができるものをいう。 

(９)パブリックコメント 行政が市の基本的な政策等の策定に当たって、広く公に、 

意見、情報、改善案などを求める手続きをいう。 

 

（条例の位置付け） 

第３条 この条例は､本市のまちづくりの基本的事項を定めるものであり市民､議会及

び行政は､この条例の趣旨を最大限に尊重しなければならない。 

 

第２章 まちづくりの基本理念及び基本原則  

（まちづくりの基本理念） 

第４条 まちづくりは、市民、議会及び行政が一体となって行うものとする。 

２ 行政及び議会は、市民の信託に基づき、個人の尊厳及び自由が尊重され、かつ、公 

正で開かれたまちづくりを推進するものとする。 

３ 市民、議会及び行政は、地域の個性及び自立性を尊重した地域のまちづくりを推進 

するものとする。 

 

（まちづくりの基本原則） 

第５条 市民､議会及び行政は､次に掲げる事項を基本原則として､まちづくりを行うも



のとする。 

(１)情報共有の原則 まちづくりに関する情報をお互いに共有すること。 

(２)市民参画の原則 市民参画の機会を保障し､市政運営を行うこと。  

(３)協働の原則 協働によりまちづくりの課題の解決に当たること。 

 

第３章 市民、議会及び行政等の責務と役割  

(市民の権利) 

第６条 市民は､市政に参画する権利を有する。 

２ 市民は､市政に関する情報を知る権利を有する。 

３  市民は､行政サービスを受ける権利を有する。 

 

（市民の責務と役割） 

第７条 市民は､まちづくりの主体であることを認識し､広い視野に立って､自らの発言

と行動に責任を持たなければならない。 

２ 市民は、まちづくりの主体として、地域社会の活性化を図るとともに、市政・まち 

づくりへ積極的に参画し、自らまちづくりに取り組まなければならない。 

３ 市民は、市が提供する行政サービスを受けるに当たって、応分の負担を負わなけれ 

ばならない。 

 

（青少年及び子どもの育成） 

第８条 市民､議会及び行政は、青少年及び子どもを人として尊び､社会の一員として、 

重んずるとともに、安心、安全で健やかに育つ環境づくりに取り組まなければならな 

い。 

２ 青少年及び子どもは、それぞれの年齢にふさわしいまちづくりに参加する権利を有 

する。 

 



(地域コミュニティの育成) 

第９条 市民、議会及び行政は、互いに助け合い、地域の課題に自ら取り組むことを目 

的として自主的に形成された集団（以下「地域コミュニティ」という。）がまちづく

りの担い手であることを認識し、これを守り育てるよう努めるものとする。 

２ 議会及び行政は、地域コミュニティの自主性及び自立性を尊重し、政策形成等を行

うものとする。  

３ 行政は、地域コミュニティの活動を支援するため、必要な施策を講じなければなら 

ない。 

（議会の責務と役割） 

第１０条 議会は､法令で定めるところにより､市民の直接選挙により信託を受けた議

員によって構成される市政の意思決定機関であり､市政運営の監視、政策立案及び市

政への提言を行うものとする。 

２ 議会は､市民に開かれた議会運営を行い､地域の課題及び市民の意見を把握し、並びに

総合的な視点に立って調査研究を行うとともに市民の意見を市政に反映させるよう努

めなければならない。 

 

（市長の責務と役割） 

第１１条 市長は､市民の代表者として､市民の信託に応え､毎年市政の基本方針を明ら

かにし、公正かつ誠実に市政運営に当たらなければならない。 

 

（市職員の責務と役割） 

第１２条 市職員は､市民全体の奉仕者として､公務を民主的かつ能率的に処理すべき

責務を深く自覚し､法令､条例､規則等を遵守し､誠実かつ公正に職務を遂行しなけれ

ばならない。 

２ 市職員は、職務の遂行に必要な知識、技能等の向上に努め､地域の課題に的確に対

応しなければならない。 



第４章 市政運営 

（効率的な市政運営) 

第１３条 行政は､行政課題の早期解決及び市民サービスの維持・向上を図るため、限

られた財源と人材を有効に活用し、市民満足度の高い、効率的で効果的な市政運営に

努めなければならない。 

 

（組織体制） 

第１４条 行政は､適正かつ能率的で､効果的な市政運営に対応するよう､柔軟で機動性

のある組織体制を整備しなければならない。  

 

（総合計画） 

第１５条 行政は､総合的かつ計画的な市政運営を図るために、議会の議決を経て総合

計画を策定するもの 

とする。 

２ 総合計画の策定に当たっては､市民参画の機会を確保し、広く市民の意見を反映さ

せるよう努めなければならない。 

 

（健全な財政運営） 

第１６条 行政は、将来にわたって財政の健全化を確保するため、中長期の財政計画 

を策定しなければならない。 

２ 予算及び決算その他市の財政状況について市民に分かりやすく公表しなければな 

らない。 

 

（行政評価） 

第１７条 行政は､市政運営において、市民に対する説明責任を果たすとともに市民本

位の効率的で質の高い､行財政運営及び市民の視点に立った成果重視の行政への転換



を一層推進するため、対馬市事務事業評価委員会設置要綱（平成 18 年対馬市訓令第

21 号）の定めるところにより行政評価を実施しなければならない。 

２ 行政は､行政評価の結果を市民に分かりやすく公表するとともに､施策､事業などに

反映しなければならない。 

 

（行財政改革） 

第１８条 行政は、最小の経費で最大の市民サービスを図るため、行財政改革に取り組

まなければならない。 

２ 行政は、行財政改革の目標及びそれを実現するための施策を定めた計画を策定しな

ければならない。 

 

（個人情報の保護） 

第１９条 議会及び行政は､個人の権利と利益の保護を図るとともに､公正で信頼され

る市政の推進に資するため､対馬市個人情報保護条例（平成 17 年対馬市条例第 48 号）

の定めるところにより本市が保有する個人情報を適正に管理しなければならない。 

 

（行政手続） 

第２０条 行政は､市民の権利と利益の保護に資するため､対馬市行政手続条例（平成

16 年対馬市条例第 15 号）の定めるところにより処分､行政指導及び届出に関する手

続きに関し､共通事項を明らかにし、市政運営における公正の確保と透明性の向上を

図るものとする。 

 

（危機管理） 

第２１条 行政は、常に災害等の緊急の事態に備え、市民の身体、生命及び財産の安全 

性が確保できるよう、危機管理体制を整備するとともに、その対応に当たっては、市 

民、関係団体等との連携・協力を図るものとする。 



第５章 情報共有、参画及び協働 

（情報の共有） 

第２２条 行政は､市政に関する情報を積極的に分かりやすく、適時に市民に提供し、

市民との情報の共有に努めなければならない。 

２ 行政は、参画と協働による市政運営に資するため、市民と情報を共有するための仕

組みの整備を図らなければならない。 

 

（情報公開） 

第２３条 行政は､行政情報の公開を求める市民の権利を明らかにするとともに､市民

に説明する責務の全うと､市民の市政への参加の促進を図るため、対馬市情報公開条

例（平成 16年対馬市条例第 13 号）の定めるところにより、市の保有する情報は原則

として公開しなければならない。 

 

（説明責任等） 

第２４条 行政は、政策等の実施にあたり市民に分かりやすく説明しなければならない。 

２ 行政は、市民の市政に関する意見、要望、苦情等に対し、速やかに事実関係を調査 

し、誠実に対応しなければならない。 

 

（パブリックコメント） 

第２５条 行政は､市の基本的な政策等の策定に当たっては､事前に必要な情報を市民へ

公表し､意見を求めるとともに､これを考慮して意思決定を行わなければならない。 

２ 前項の手続を行った場合は、速やかにその結果を市民に公表するものとする。 

 

(審議会等の参加) 

第２６条 行政は､法令に基づき設置する附属機関及びこれに類する機関の委員を選任

する場合は､その委員の一部には､市民からの公募により委員を選任するよう努めな



ければならない。 

 

（市民参画） 

第２７条 市民は、自らが地域の自治の担い手であるとの認識のもと、互いに助け合い、

積極的に地域のまちづくりに取り組むものとする。 

２ 議会及び行政は、市民が市政及びまちづくりに参画しやすい環境を整備しなけ

ればならない。 

 

（協働） 

第２８条 市民､議会及び行政は､互いに対等の関係で目的と情報を共有し､相互理解と

連携協力のもと､まちづくりに取り組まなければならない。 

２ 行政は、協働を推進するための仕組みを整備するとともに、協働の推進に当たっ 

ては、市民の自主的な活動を支援するものとする。 

 

（男女共同参画） 

第２９条 市民､議会及び行政は、男女が社会の平等な構成員としてお互いの人権を尊 

重しつつ、共にまちづくりに参画できるよう努めなければならない。 

 

第６章 住民投票 

（住民投票）   

第３０条 本市において市議会議員及び市長の選挙権を有する住民（以下「住民」とい

う。）、議会議員及び市長は、市政に関する重要事項について、住民の意思を直接確認

するために、住民投票の実施を請求又は発議することができる。 

２ 市長は､前項の住民投票の請求又は発議があったときは、投票の目的、投票者の資

格その他住民投票の実施に必要な事項を、それぞれの事案に応じて別に条例で定める

ことにより、住民投票を実施することができる。 



３ 住民、議会及び市長は､住民投票の結果を尊重しなければならない。 

 

第７章 対馬らしさの追求 

（対馬らしさの追求）   

第３１条 市民、議会及び行政は、対馬の地理的、歴史的な特色を生かしたまちづくり

を推進していくことに努めるものとする。 

 

第８章 条例の検証及び見直し 

（条例の検証） 

第３２条 市長は、この条例の趣旨に照らして、各項目の状況を把握し、検証するため、 

対馬市市民基本条例推進審議会を置く。 

 

 (条例の見直し) 

第３３条 市長は、この条例の施行の日から４年を超えない期間ごとに、この条例の規 

定について検討を加え、その結果に基づいて見直しを行うなどの必要な措置を講ずる

ものとする。  

 

附 則 

 この条例は､平成２４年４月１日から施行する。 

 

 


